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第１章 調査の実施概要 

１．本事業の目的 

 平成 27 年度の介護保険制度改正においては、「団塊の世代」全員が 75 歳以上となる 2025

年以降も持続可能な制度としていく等の観点から、平成 27 年 8 月より 65 歳以上の被保険

者について、一定以上の所得がある利用者の自己負担割合が、従来の 1 割から 2 割に引き

上げられた。さらに、平成 29 年 5 月には「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険

法等の一部を改正する法律案」が可決・成立し、平成 30 年 8 月から、2 割負担者のうち特

に所得の高い層の負担割合が 3 割へ引き上げられた。 

 本事業では、このような状況を踏まえ、平成 30 年 8 月から開始された利用者の自己負担

割合の 2 割から 3 割への引き上げについて、居宅介護支援事業所を対象としたアンケート

調査を行い、実際に 3 割負担となっている利用者の状況や、介護サービス利用の変化等の実

態を把握し、その分析を行うものとする。 
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２．介護保険における利用者負担割合の概要 

 前述の通り、平成 30 年 8 月より 65 歳以上の一部の利用者について、3 割負担が導入され

た。3 割負担の対象者は本人の合計所得金額が 220 万円以上の者であるが、世帯の 65 歳以

上の者の「年金収入＋その他の合計所得金額（合計所得金額－年金の雑所得）」の合計が、

単身世帯：340 万円未満、2 人以上世帯：463 万円未満の場合は、2 割または 1 割負担とな

る。利用者負担の判定フローは次の通りである。 

 

図表 1 介護保険における利用者負担の判定フロー（平成 30 年 8 月以降） 

 

出所）厚生労働省 HP（https://www.mhlw.go.jp/content/000334525.pdf） 
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３．本事業の調査項目 

 本事業では、以下の項目を調査対象とした。なお、実際の調査票については、本報告書末

部の参考資料を参照されたい。 

 

（１）平成 30年 12月末時点における利用者の属性・生活実態 

 性別 

 年齢 

 要介護度 

 障害者手帳の有無 

 障害高齢者の日常生活自立度 

 認知症高齢者の日常生活自立度 

 介護保険の利用者負担割合 

 平成 30 年の高額介護（予防）サービス費制度の利用の有無 

 医療保険の患者負担割合 

 平成 30 年の入院回数 

 居所 

 同居者（同居者の属性含む） 

 同居者の主たる生計維持者 

 

（２）平成 30年における介護保険サービスの利用状況 

 平成 30 年 8 月以降の週間サービス計画表の変更の有無 

 変更に伴う利用単位数の変化の有無 

 （減った場合）変更前後の利用単位数 

 （減った場合）利用を減らしたサービス 

 （減った場合）利用を減らした理由 

 （減った場合）変更後、短期間で元に戻したか 

 （8 月以降の新規利用者の場合）従前にケアプランを作成していた施設・事業所 

 （8 月以降の新規利用者の場合）従前のサービスを止めた理由 

 

４．調査の方法 

 全国の居宅介護支援事業所にアンケート調査を行った。詳細は第２章を参照されたい。 



4 

 

  



5 

 

第２章 アンケート調査 

１．調査客体 

 アンケート調査の客体は、全国の居宅介護支援事業所 6,000 件とした。居宅介護支援事業

所の情報は、厚生労働省の「介護サービス情報公表システム」より取得し、このうち平成 30

年 12月末以前に居宅介護支援サービスの提供を開始した 6,000事業所を無作為に抽出した。 

 

２．調査方法 

 アンケート調査票は調査客体に郵送した。回答方法は回答者の利便性に応じて、紙による

回答とインターネットによる回答を選択可能とした。 

 1 事業所につき、事業所の概況を回答する「事業所票」を 1 票、利用者の状況を回答する

「利用者票」を 8 票（1 人の利用者につき 1 票）送付し、事業所票は原則として事業所の開

設者・管理者、利用者票は利用者の担当ケアマネジャーが回答することとした。 

 利用者票の対象となる利用者は、平成 30 年 12 月末時点で回答事業所の居宅介護支援（介

護予防支援）サービスを利用している者に限定した。ただし、平成 30 年 12 月末時点で、生

活保護を受給している者、65 歳未満の者（第 2 号被保険者）、介護予防・日常生活支援総合

事業によるサービスのみを利用している者は調査対象外とした。 

 当該条件に合致する者を、平成 30 年 12 月末時点の利用者負担割合別に、2 割負担：4 人、

3 割負担：4 人、無作為に抽出した上で回答するよう依頼した。なお、それぞれ 4 人に達し

ない場合は、いる限りの利用者について回答を依頼した（例えば 3 割負担の利用者が 2 人

しかいない場合は、2 割負担：4 人、3 割負担：2 人について回答）。 
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３．調査期間・回答率・誤差率 

 アンケートの調査期間や回答率・誤差率は、次の通りである。 

 

図表 3 調査期間・回収率・誤差率 

調 査 方 式 郵送配布、インターネットもしくは郵送回収 

調 査 期 間 

平成 31年 2月 4日発送～3月 1日投函締切 

（紙による回答の場合は、3 月 11 日までに調査事務局に到達したものを

集計対象とした） 

発 送 件 数 

6,000件 

（うち、宛先不明等による不着：105件、廃止・休止または平成 30年 12月

末以前にサービスの提供を開始していないため回答不能：7件） 

有 効 回 答 数 

事業所票：2,493票 

利用者票（2割負担）：5,977票 

利用者票（3割負担）：4,791票 

有 効 回 答 率 

（ 事 業 所 票 ） 

42.3%（2,493/5,888） 

（利用者票は母数の把握が困難であるため、回答率を計算していない） 

誤 差 率 

（95%信頼水準） 

事業所票：2.0% 

利用者票（2割負担）：1.3% 

利用者票（3割負担）：1.4% 
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４．事業所票調査結果の概要 

① Q1居宅介護支援ｻｰﾋﾞｽの開始年 

 「平成 12 年（28.9%）」の割合が最も高く、次いで、「平成 16～18 年（15.0%）」、「平成 25

～27 年（13.0%）」であった。 

 

図表 4 Q1 居宅介護支援ｻｰﾋﾞｽの開始年 

 

  

平成12年

28.9%

平成13～15年

10.3%
平成16～18年

15.0%

平成19～21年

8.7%

平成22～24年

11.7%

平成25～27年

13.0%

平成28～30年

4.0%

無回答・無効回答

8.3%

(n=2,493)
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② Q2開設主体 

 「営利法人（41.5%）」の割合が最も高く、次いで、「社会福祉法人（22.4%）」、「医療法人

（16.9%）」であった。 

 

図表 5 Q2 開設主体 

 

 

③ Q3地域区分 

 「その他（42.4%）」の割合が最も高く、次いで、「7 級地（15.4%）」、「6 級地（10.8%）」で

あった。 

 

図表 6 Q3 地域区分 

  

地方自治体､

広域連合等

1.1%
社会福祉協議会

7.7%

社会福祉法人

22.4%

医療法人

16.9%

社団･財団法人

2.0%
協同組合及び連

合会

3.6%

営利法人

41.5%

特定非営利活動

法人

3.1%

その他

1.4%

無回答・無効回答

0.4%

(n=2,493)

1級地

6.5%
2級地

6.1% 3級地

4.5%
4級地

3.4%

5級地

8.6%

6級地

10.8%

7級地

15.4%

その他

42.4%

無回答・無効回答

2.2%

(n=2,493)
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④ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要支援 1 

 平均値 6.7 人、中央値 4 人、最小値 0 人、最大値 108 人、標準偏差 8.4 人であった。 

 

図表 7 Q4 要介護･要支援度別実利用者数：要支援 1 

 

 

⑤ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要支援 2 

 平均値 9.6 人、中央値 6 人、最小値 0 人、最大値 93 人、標準偏差 10.4 人であった。 

 

図表 8 Q4 要介護･要支援度別実利用者数：要支援 2 

 

 

0人～

19.5%

10人～

25.8%

20人～

18.3%
30人～

13.6%

40人～

9.1%
50人～

12.9%

無回答・無効回答

0.8%

(n=2,493)

0人～

23.4%

10人～

28.1%

20人～

18.4%

30人～

12.5%

40人～

8.1%

50人～

8.5%
無回答・無効回答

0.9%

(n=2,493)
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⑥ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 1 

 平均値 27.2 人、中央値 22 人、最小値 0 人、最大値 378 人、標準偏差 22.7 人であった。 

 

図表 9 Q4 要介護･要支援度別実利用者数：要介護 1 

 

 

⑦ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 2 

 平均値 23.6 人、中央値 19 人、最小値 0 人、最大値 324 人、標準偏差 19.5 人であった。 

 

図表 10 Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 2 

 

 

0人～

19.5%

10人～

25.8%

20人～

18.3%
30人～

13.6%

40人～

9.1%

50人～

12.9%

無回答・無効回答

0.8%

(n=2,493)

0人～

23.4%

10人～

28.1%

20人～

18.4%

30人～

12.5%

40人～

8.1%

50人～

8.5%

無回答・無効回答

0.9%

(n=2,493)
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⑧ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 3 

 平均値 13.0 人、中央値 10 人、最小値 0 人、最大値 120 人、標準偏差 11.0 人であった。 

 

図表 11 Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 3 

 

 

⑨ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 4 

 平均値 8.3 人、中央値 6 人、最小値 0 人、最大値 87 人、標準偏差 7.5 人であった。 

 

図表 12 Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 4 

 

 

0人～

45.7%

10人～

33.8%

20人～

12.6%

30人～

4.0%

40人～

1.5%

50人～

1.2% 無回答・無効回答

1.1%

(n=2,493)

0人～

66.8%

10人～

24.5%

20人～

5.4%

30人～

1.2%

40人～

0.2%

50人～

0.2%

無回答・無

効回答

1.6%

(n=2,493)
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⑩ Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 5 

 平均値 5.3 人、中央値 4 人、最小値 0 人、最大値 100 人、標準偏差 6.1 人であった。 

 

図表 13 Q4要介護･要支援度別実利用者数：要介護 5 

 

 

⑪ Q4要介護･要支援度別実利用者数：申請中･不明 

 平均値 1.0 人、中央値 0 人、最小値 0 人、最大値 141 人、標準偏差 5.4 人であった。 

 

図表 14 Q4要介護･要支援度別実利用者数：申請中･不明 

 

  

0人～

81.9%

10人～

12.6%

20人～

1.8%

30人～

0.5%
40人～

0.1%
50人～

0.2%

無回答・無

効回答

2.9%

(n=2,493)

0人～

59.7%

5人～

1.4%10人～

0.3%

15人～

0.0%

20人～

0.0%

25人～

0.3%

無回答・無効回答

38.3%

(n=2,493)
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⑫ Q4利用者負担割合別実利用者数：1割負担 

 平均値 81.1 人、中央値 68 人、最小値 0 人、最大値 479 人、標準偏差 59.2 人であった。 

 

図表 15 Q4利用者負担割合別実利用者数：1 割負担 

 

 

⑬ Q4利用者負担割合別実利用者数：2割負担 

 平均値 4.6 人、中央値 3 人、最小値 0 人、最大値 176 人、標準偏差 6.1 人であった。 

 

図表 16 Q4利用者負担割合別実利用者数：2 割負担 

 

  

0人～

33.4%

50人～

31.0%

100人～

16.6%

150人～

7.4%

200人～

2.2%

250人～

1.6%

無回答・無効回答

7.7%

(n=2,493)

0人～

59.8%

5人～

21.0%

10人～

6.5%

15人～

2.7%

20人～

0.9%
25人～

0.7%

無回答・無効回答

8.3%

(n=2,493)
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⑭ Q4利用者負担割合別実利用者数：3割負担 

 平均値 3.4 人、中央値 2 人、最小値 0 人、最大値 132 人、標準偏差 4.9 人であった。 

 

図表 17 Q4利用者負担割合別実利用者数：3 割負担 

 

 

⑮ Q4利用者負担割合別実利用者数：その他･不明 

 平均値 1.7 人、中央値 0 人、最小値 0 人、最大値 215 人、標準偏差 8.2 人であった。 

 

図表 18 Q4利用者負担割合別実利用者数：その他･不明 

 

 

0人～

67.2%5人～

14.7%

10人～

4.1%

15人～

1.5%

20人～

0.6%

25人～

0.3%

無回答・無効回答

11.6%

(n=2,493)

0人～

47.8%

5人～

2.0%10人～

0.8%
15人～

0.5%

20人～

0.3%

25人～

1.0%

無回答・無効回答

47.7%

(n=2,493)
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５．利用者票調査結果の概要1 

（１）利用者負担割合別の属性・生活実態（平成 30年 12月末時点） 

① Q1-1 性別 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「男性（83.1%）」の割合が高く、「3 割」で

は「女性（31.7%）」の割合が高かった。 

 

図表 19 Q1-1 性別 

 

  

                                                        
1 利用者票の調査結果については、無回答・無効回答を除いた上で Pearson のχ2 検定を行
い、5%水準で有意な差があった場合にコメントを付している。 

83.1%

68.2%

16.7%

31.7%

0.2%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

9
1)

男性 女性 無回答・無効回答
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② Q1-2 年齢 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「85 歳～（32.7%）」の割合がやや高く、「3

割」では「70 歳～（8.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 20 Q1-2 年齢 

 

 

③ Q1-3 要介護度 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「要介護 1（30.3%）」の割合がやや高く、

「3 割」では「要介護 3（16.4%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 21 Q1-3 要介護度 

 

  

2.3%

3.8%

4.5%

8.0%

10.0%

12.6%

20.9%

21.3%

32.7%

26.4%

23.6%

21.6%

5.1%

5.0%

0.6%

0.8%

0.4%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
7
7
)

(n
=4

,7
9
1
)

65歳～ 70歳～ 75歳～ 80歳～ 85歳～ 90歳～ 95歳～ 100歳～ 無回答・無効回答

6.7%

6.6%

9.1%

8.6%

30.3%

26.7%

25.8%

26.0%

14.4%

16.4%

8.4%

9.4%

4.8%

5.7%

0.2%

0.3%

0.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=
5,

97
7)

(n
=
4,

79
1)

要支援1 要支援2 要介護1

要介護2 要介護3 要介護4

要介護5 申請中 無回答・無効回答
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④ Q1-4 障害者手帳の有無 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「取得していない（79.6%）」の割合がやや

高く、「3 割」では「取得している（18.5%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 22 Q1-4 障害者手帳の有無 

 

 

⑤ Q1-5 障害高齢者の日常生活自立度 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「Ａ（49.3%）」の割合がやや高く、「3 割」

では「Ｂ（21.6%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 23 Q1-5 障害高齢者の日常生活自立度 

 

  

79.6%

76.6%

16.6%

18.5%

0.3%

0.4%

2.6%

3.4%

0.8%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

91
)

取得していない 取得している 申請中 分からない 無回答・無効回答

3.2%

2.7%

23.3%

23.0%

49.3%

46.0%

18.0%

21.6%

4.4%

5.1%

0.4%

0.5%

1.3%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

91
)

自立 Ｊ Ａ Ｂ Ｃ 分からない 無回答・無効回答
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⑥ Q1-6 認知症高齢者の日常生活自立度 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「Ⅲａ（13.6%）」の割合がやや高く、「3 割」

では「自立（20.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 24 Q1-6 認知症高齢者の日常生活自立度 

 

 

⑦ Q1-8 平成 30年 1～12月の高額介護ｻｰﾋﾞｽ費制度の利用の有無 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「一度も対象に該当しなかった（65.8%）」

の割合がやや高く、「3 割」では「対象に該当し、申請した（9.6%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 25 Q1-8 平成 30年 1～12月の高額介護ｻｰﾋﾞｽ費制度の利用の有無 

 

  

16.4%

20.0%

23.0%

23.7%

16.0%

14.5%

21.6%

20.9%

13.6%

11.4%

3.5%

3.8%

3.9%

3.5%

0.6%

0.8%

0.5%

0.4%

0.9%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

9
1)

自立 Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲａ Ⅲｂ Ⅳ Ｍ 分からない 無回答・無効回答

65.8%

57.5%

0.5%

0.8%

3.7%

5.5%

5.2%

9.6%

23.9%

25.6%

1.1%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=
5,

97
7)

(n
=
4,

79
1)

一度も対象に該当しなかった 対象に該当したが､申請していない

対象に該当したが､申請したか不明 対象に該当し､申請した

対象に該当したか不明 無回答・無効回答
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⑧ Q1-9 医療保険の患者負担割合 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「1 割または 2 割（43.4%）」の割合が高く、

「3 割」では「3 割（36.1%）」の割合が高かった。 

 

図表 26 Q1-9 医療保険の患者負担割合 

 

 

⑨ Q1-10 平成 30年 1～12月の入院回数 

 「2 割」と「3 割」で有意な差はなかった（p=0.11）。 

 

図表 27 Q1-10 平成 30年 1～12 月の入院回数 

 

  

43.4%

16.1%

6.6%

36.1%

47.4%

45.3%

2.6%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
7
7)

(n
=
4,

79
1)

1割または2割 3割 分からない 無回答・無効回答

22.0%

22.5%

7.3%

8.2%

2.9%

3.6%

61.4%

59.7%

2.0%

1.9%

4.5%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

91
)

1回 2回 3回以上 0回 分からない 無回答・無効回答
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⑩ Q1-11 居所 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「賃貸住宅（3.7%）」の割合がやや高く、

「3 割」では「持ち家（87.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 28 Q1-11 居所 

 

 

  

83.8%

87.0%

3.7%

2.2%

0.2%

0.1%

5.2%

4.4%

4.7%

4.2%

1.7%

1.3%

0.8%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

91
)

持ち家 賃貸住宅

持ち家と賃貸住宅の別は不明 ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

有料老人ﾎｰﾑ その他

無回答・無効回答
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⑪ Q1-12 同居者 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「配偶者（58.4%）」の割合がやや高く、「3

割」では「同居者はいない（25.4%）」「子（41.3%）」「孫（14.2%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 29 Q1-12 同居者 

 

  

22.3%

58.4%

36.2%

10.9%

1.1%

0.2%

0.9%

1.1%

0.0%

1.2%

25.4%

48.1%

41.3%

14.2%

1.8%

0.7%

0.9%

1.3%

0.0%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

同居者はいない

配偶者

子

孫

曾孫

親

兄弟姉妹

その他

分からない

無回答・無効回答

(n=5,977) 2割 (n=4,791) 3割
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⑫ Q1-13（1） 同居者の有無：要介護･要支援認定を受けている 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「いる（21.6%）」の割合がやや高く、「3 割」

では「いない（82.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 30 Q1-13（1） 同居者の有無：要介護･要支援認定を受けている 

 

 

⑬ Q1-13（2） 同居者の有無：障害者手帳を取得している 65歳未満 

 「2 割」と「3 割」で有意な差はなかった（p=0.57）。 

 

図表 31 Q1-13（2） 同居者の有無：障害者手帳を取得している 65歳未満 

 

  

76.1%

82.0%

21.6%

15.6%

0.2%

0.1%

2.1%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

9
1)

いない いる 分からない 無回答・無効回答

92.4%

92.9%

3.0%

2.8%

1.5%

1.3%

3.2%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
7
7)

(n
=
4,

79
1)

いない いる 分からない 無回答・無効回答
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⑭ Q1-13（3） 同居者の有無：定職に就いていない 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「いる（19.9%）」の割合がやや高く、「3 割」

では「いない（78.8%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 32 Q1-13（3） 同居者の有無：定職に就いていない 

 

 

⑮ Q1-13（4） 同居者の有無：小学生～大学生 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「いない（89.9%）」の割合がやや高く、「3

割」では「いる（7.6%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 33 Q1-13（4） 同居者の有無：小学生～大学生 

 

  

76.3%

78.8%

19.9%

17.0%

0.7%

1.1%

3.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
7
7)

(n
=
4,

79
1)

いない いる 分からない 無回答・無効回答

89.9%

88.1%

5.6%

7.6%

0.5%

0.7%

4.0%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
77

)
(n

=4
,7

91
)

いない いる 分からない 無回答・無効回答
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⑯ Q1-13（5） 同居者の有無：未就学児 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「いない（94.4%）」の割合がやや高く、「3

割」では「いる（2.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 34 Q1-13（5） 同居者の有無：未就学児 

 

 

⑰ Q1-14 主たる生計維持者 

 「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「利用者本人（72.2%）」の割合がやや高く、

「3 割」では「それ以外（16.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 35 Q1-14 主たる生計維持者 

 

  

94.4%

93.5%

1.2%

2.0%

0.3%

0.4%

4.1%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
7
7)

(n
=4

,7
91

)

いない いる 分からない 無回答・無効回答

72.2%

68.4%

6.2%

7.3%

13.4%

16.0%

5.5%

5.7%

2.7%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,9
7
7)

(n
=
4,

79
1)

利用者本人 配偶者 それ以外 分からない 無回答・無効回答
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（２）利用者負担割合別の平成 30年におけるサービス利用状況 

① Q2-1週間ｻｰﾋﾞｽ計画表の 1週間当たりの利用単位数の合計値の変化 

 平成 30 年 7 月末時点の週間サービス計画表について、同年 8～12 月に変更を行ったか、

また変更を行った場合は、各サービスの 1 週間当たりの利用単位数の合計値が変化したか

を尋ねたところ、「2 割」と「3 割」を比較すると、「2 割」では「変更しなかった（71.7%）」

の割合がやや高く、「3 割」では「合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した（4.9%）」

の割合がやや高かった。 

また、平成 30 年 8 月以降の新規利用者を除いて集計すると、「3 割」では「合計利用単位

数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」の割合が 5.2%となった。 

 

図表 36 Q2-1 週間ｻｰﾋﾞｽ計画表の 1週間当たりの利用単位数の合計値の変化 

 

  

71.7%

69.7%

17.8%

17.2%

2.9%

4.9%

6.7%

7.2%

0.9%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=
5,

97
7)

(n
=4

,7
91

)

変更しなかった

合計利用単位数が増えた/特に変化しなかった

合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した

平成30年8月以降の新規利用者である

無回答・無効回答



26 

 

図表 37 Q2-1 週間ｻｰﾋﾞｽ計画表の 1週間当たりの利用単位数の合計値の変化 

（平成 30年 8 月以降の新規利用者を除く） 

 
 

② Q2-2 変更日の前月の利用単位数の合計値 

 Q2-1 で「合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」と回答した利用者について、

変更日の前月の利用単位数の合計値を尋ねたところ、「2 割」では平均値 12,537.5 単位、中

央値 10,484 単位、「3 割」では平均値 12,546.3 単位、中央値 9,392 単位であった。「2 割」と

「3 割」の中央値に有意な差はなかった（p=0.90、Mann-Whitney の U 検定）。 

 

図表 38 Q2-2 変更日の前月の利用単位数の合計値 

 

 

  

76.8%

75.1%

19.1%

18.5%

3.2%

5.2%

1.0%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=5

,5
7
9
)

(n
=4

,4
4
6
)

変更しなかった 合計利用単位数が増えた/特に変化しなかった

合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した 無回答・無効回答

26.1%

24.9%

15.3%

24.9%

14.8%

13.3%

11.4%

13.7%

6.8%

6.0%

7.4%

5.6%

4.0%

6.4%

14.2%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=1

76
)

(n
=2

33
)

0～ 5,000～ 10,000～ 15,000～ 20,000～ 25,000～ 30,000～ 無回答・無効回答
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③ Q2-2 変更日の翌月の利用単位数の合計値 

 Q2-1 で「合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」と回答した利用者について、

変更日の翌月の利用単位数の合計値を尋ねたところ、「2 割」では平均値 8,331.8 単位、中央

値 6,679 単位、「3 割」では平均値 8,970.1 単位、中央値 6,249 単位であった。「2 割」と「3

割」の中央値に有意な差はなかった（p=0.84、Mann-Whitney の U 検定）。 

 

図表 39 Q2-2 変更日の翌月の利用単位数の合計値 

 

  

34.7%

42.1%

18.8%

17.6%

13.1%

16.3%

11.4%

8.2%

5.1%

4.3%

2.3%

4.3%

0.6%

2.1%

14.2%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=1

76
)

(n
=2

33
)

0～ 5,000～ 10,000～ 15,000～ 20,000～ 25,000～ 30,000～ 無回答・無効回答
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④ Q2-3 変更により利用単位数が減った/利用を中止したｻｰﾋﾞｽ 

 Q2-1 で「合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」と回答した利用者について、

変更により利用単位数が減った（または利用を中止した）サービスを尋ねたところ、「3 割」

では「福祉用具貸与（29.2%）」の割合がやや高かった2。 

 

図表 40 Q2-3 変更により利用単位数が減った/利用を中止したｻｰﾋﾞｽ 

 

  

                                                        
2 本問以降では、サンプルサイズが小さいことに鑑み、無回答・無効回答を除いた上で

Fisher の正確確率検定を行い、5%水準で有意な差があった場合にコメントを付している。 

21.0%

1.7%

16.5%

6.8%

0.0%

25.6%

17.0%

5.7%

18.2%

0.0%

0.0%

1.1%

0.6%

9.7%

18.9%

0.9%

10.7%

6.9%

0.4%

30.0%

15.0%

3.4%

29.2%

0.0%

0.9%

1.7%

0.9%

3.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

居宅療養管理指導

通所介護

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

短期入所生活介護･短期入所療養介護

福祉用具貸与

定期巡回･随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

その他

無回答・無効回答

(n=176) 2割 (n=233) 3割
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⑤ Q2-4 利用単位数の合計値が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した理由 

 Q2-1 で「合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」と回答した利用者について、

変更により利用単位数が減った（または利用を中止した）理由を尋ねたところ、「2 割」で

は「利用者の要介護度や状態等が改善したから（27.8%）」の割合がやや高く、「3 割」では

「介護に係る支出が重く､ｻｰﾋﾞｽの利用を控えたから（36.5%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 41 Q2-4 利用単位数の合計値が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した理由 

 

 

 

  

27.8%

11.9%

7.4%

6.8%

2.3%

3.4%

17.0%

29.5%

0.0%

10.8%

17.2%

18.0%

6.4%

5.6%

6.9%

3.0%

36.5%

24.0%

0.0%

3.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

利用者の要介護度や状態等が改善したから

必要性が低く､ｻｰﾋﾞｽの利用を減らしたから

入院等によって､利用する機会･必要性が減ったから

家族･同居者の動向を反映したから

利用者が不満を持っているｻｰﾋﾞｽの利用を減らしたから

他の支出が急に必要になりｻｰﾋﾞｽの利用を控えたから

介護に係る支出が重く､ｻｰﾋﾞｽの利用を控えたから

その他

分からない

無回答・無効回答

(n=176) 2割 (n=233) 3割
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⑥ Q2-5 変更後の利用単位数の合計値の増加 

Q2-1 で「合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」と回答した利用者について、

平成 31 年 1 月末までに、再度週間サービス計画表の変更を行い、1 週間当たりの利用単位

数の合計値が変更前と同程度以上に増加したかを尋ねたところ、「2 割」と「3 割」で有意な

差はなかった（p=0.93）。 

 

図表 42 Q2-5 変更後の利用単位数の合計値の増加 

 

  

5.7%

5.6%

85.8%

87.6%

8.5%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=1

76
)

(n
=
23

3)

増加した 増加していない 無回答・無効回答
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⑦ Q2-6 ｻｰﾋﾞｽ利用開始以前にｹｱﾌﾟﾗﾝを作成していた施設･事業所等 

 Q2-1 で「平成 30 年 8 月以降の新規利用者である」と回答した利用者について、従前のケ

アプランを作成していた施設･事業所を尋ねたところ、「2 割」と「3 割」で有意な差はなか

った（p=0.42）。 

 

図表 43 Q2-6 ｻｰﾋﾞｽ利用開始以前にｹｱﾌﾟﾗﾝを作成していた施設･事業所等 

 

 

  

68.6%

70.7%

23.1%

19.7%

0.3%

0.0%

3.3%

4.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.8%

2.6%

0.0%

0.6%

2.0%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割

3割

(n
=
39

8)
(n

=3
45

)

介護保険ｻｰﾋﾞｽは利用していなかった 別の居宅介護支援事業所

介護療養型医療施設 介護老人保健施設

介護老人福祉施設 介護医療院

その他 分からない

無回答・無効回答
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⑧ Q2-7 従前のｻｰﾋﾞｽの利用を止めた理由 

 Q2-6 で介護保険施設等と回答した利用者について、従前のサービス利用を止めた理由を

尋ねたところ、「2 割」と「3 割」で有意な差がある項目はなかった。 

 

図表 44 Q2-7 従前のｻｰﾋﾞｽの利用を止めた理由 

 

 

  

8.0%

36.0%

8.0%

0.0%

4.0%

32.0%

4.0%

12.0%

32.0%

28.0%

20.0%

8.0%

4.0%

32.0%

0.0%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

利用者の要介護度や状態等が改善したから

自宅での介護･生活環境が整ったから

より良い介護･生活環境の居所が見つかったから

質･内容に利用者･家族が不満を持っていたから

介護に係る支出が重く､ｻｰﾋﾞｽの利用を控えたから

その他

分からない

無回答・無効回答

(n=25) 2割 (n=25) 3割
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（３）「介護に係る支出が重い」ことを理由に、サービス利用を減少させた 3割負担の利用者の状況 

 本節では、平成 30 年 8～12 月の間に、平成 30 年 7 月末時点の週間サービス計画表を変

更した結果、1 週間当たりの合計利用単位数が減少し、その理由について「介護に係る支

出が重く、ｻｰﾋﾞｽの利用を控えたから」と回答した 3 割負担の 85 人（以下、「該当」とい

う）と、それ以外の 3 割負担の 4,361 人（平成 30 年 8 月以降の新規利用者は除く。以下、

「非該当」という）を比較した。 

 本節のクロス集計結果はサンプルサイズが小さいため、特に断りのない限り、統計的に有

意な差はなかった3。統計的に有意な差がない場合、「介護に係る支出が重い」ことを理由に、

サービス利用を減少させた 3 割負担の利用者に、どのような傾向があるかについて述べる

ことはできないが、あくまで参考として以下に集計結果を掲載する。 

 

① Q1-1 性別 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 45 Q1-1 性別 

 

  

                                                        
3 本節では、「該当」のサンプルサイズ小さいことに鑑み、Fisher の正確確率検定を行って

いる。 

67.1%

67.5%

31.8%

32.4%

1.2%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

男性 女性 無回答・無効回答
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② Q1-2 年齢 

 本問については、「該当」と「非該当」で有意な差があった（p=0.00）。「該当」と「非該

当」を比較すると、「該当」では「75 歳～（21.2%）」の割合がやや高く、「非該当」では「85

歳～（26.8%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 46 Q1-2 年齢 

 

 

③ Q1-3 要介護度（平成 30年 12月末時点） 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「要介護 4（12.9%）」の割合がやや高

く、「非該当」では「要介護 1（26.5%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 47 Q1-3 要介護度（平成 30 年 12 月末時点） 

 

  

10.6%

3.5%

12.9%

7.6%

21.2%

12.3%

18.8%

21.5%

16.5%

26.8%

16.5%

21.9%

2.4%

5.2%

0.0%

0.8%

1.2%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5
)

(n
=4

,3
6
1
)

65歳～ 70歳～ 75歳～ 80歳～ 85歳～ 90歳～ 95歳～ 100歳～ 無回答・無効回答

4.7%

6.6%

9.4%

8.9%

21.2%

26.5%

28.2%

26.1%

18.8%

16.3%

12.9%

9.4%

4.7%

5.6%

0.0%

0.3%

0.0%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

要支援1 要支援2 要介護1

要介護2 要介護3 要介護4

要介護5 申請中 無回答・無効回答
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④ Q1-4 障害者手帳の有無 

 本問については、「該当」と「非該当」で有意な差があった（p=0.04）。「該当」と「非該

当」を比較すると、「該当」では「取得している（29.4%）」の割合がやや高く、「非該当」で

は「取得していない（76.6%）」の割合がやや高かった。なお、「分からない」を除いたとこ

ろ、有意な差は見られなかった。 

 

図表 48 Q1-4 障害者手帳の有無 

 

 

⑤ Q1-5 障害高齢者の日常生活自立度 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「Ａ（56.5%）」の割合がやや高く、「非

該当」では「Ｊ（23.3%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 49 Q1-5 障害高齢者の日常生活自立度 

 

  

69.4%

76.6%

29.4%

18.6%

0.0%

0.3%

0.0%

3.4%

1.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=4
,3

61
)

取得していない 取得している 申請中 分からない 無回答・無効回答

1.2%

2.8%

15.3%

23.3%

56.5%

45.9%

23.5%

21.3%

1.2%

5.1%

0.0%

0.5%

2.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=
85

)
(n

=4
,3

61
)

自立 Ｊ Ａ Ｂ Ｃ 分からない 無回答・無効回答
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⑥ Q1-6 認知症高齢者の日常生活自立度 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 50 Q1-6 認知症高齢者の日常生活自立度 

 

 

⑦ Q1-8 平成 30年 1～12月の高額介護ｻｰﾋﾞｽ費制度の利用の有無 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「対象に該当し、申請した（15.3%）の

割合がやや高く、「非該当」では「一度も対象に該当しなかった（57.7%）」の割合がやや高

かった。 

 

図表 51 Q1-8 平成 30年 1～12月の高額介護ｻｰﾋﾞｽ費制度の利用の有無 

 

  

22.4%

19.7%

22.4%

23.7%

10.6%

14.8%

17.6%

20.6%

11.8%

11.8%

4.7%

3.6%

7.1%

3.5%

1.2%

0.8%

0.0%

0.4%

2.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=
85

)
(n

=4
,3

6
1)

自立 Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲａ Ⅲｂ Ⅳ Ｍ 分からない 無回答・無効回答

47.1%

57.7%

1.2%

0.8%

8.2%

5.5%

15.3%

9.8%

25.9%

25.2%

2.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

一度も対象に該当しなかった 対象に該当したが､申請していない

対象に該当したが､申請したか不明 対象に該当し､申請した

対象に該当したか不明 無回答・無効回答



37 

 

⑧ Q1-9 医療保険の患者負担割合 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「3 割（45.9%）」の割合がやや高く、

「非該当」では「分からない（45.2%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 52 Q1-9 医療保険の患者負担割合 

 

 

⑨ Q1-10 平成 30年 1～12月の入院回数 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 53 Q1-10 平成 30年 1～12 月の入院回数 

 

  

18.8%

16.2%

45.9%

36.1%

32.9%

45.2%

2.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

1割または2割 3割 分からない 無回答・無効回答

17.6%

21.5%

7.1%

7.6%

5.9%

3.4%

62.4%

61.5%

1.2%

1.7%

5.9%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=4
,3

61
)

1回 2回 3回以上 0回 分からない 無回答・無効回答



38 

 

⑩ Q1-11 居所 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 54 Q1-11 居所 

 

  

90.6%

87.0%

3.5%

2.2%

0.0%

0.1%

3.5%

4.5%

2.4%

4.2%

0.0%

1.2%

0.0%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=4
,3

61
)

持ち家 賃貸住宅

持ち家と賃貸住宅の別は不明 ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅

有料老人ﾎｰﾑ その他

無回答・無効回答
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⑪ Q1-12 同居者 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「配偶者（56.5%）」の割合がやや高く、

「非該当」では「同居者はいない（25.6%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 55 Q1-12 同居者 

 

  

20.0%

56.5%

44.7%

14.1%

4.7%

1.2%

3.5%

2.4%

0.0%

0.0%

25.6%

47.4%

41.7%

14.4%

1.8%

0.7%

0.9%

1.2%

0.0%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

同居者はいない

配偶者

子

孫

曾孫

親

兄弟姉妹

その他

分からない

無回答・無効回答

(n=85) 該当 (n=4,361) 非該当
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⑫ Q1-13（1） 同居者の有無：要介護･要支援認定を受けている 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「いない（90.6%）」の割合がやや高く、

「非該当」では「いる（15.6%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 56 Q1-13（1） 同居者の有無：要介護･要支援認定を受けている 

 

 

⑬ Q1-13（2） 同居者の有無：障害者手帳を取得している 65歳未満 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 57 Q1-13（2） 同居者の有無：障害者手帳を取得している 65歳未満 

 

  

90.6%

82.0%

7.1%

15.6%

0.0%

0.1%

2.4%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=
85

)
(n

=4
,3

6
1)

いない いる 分からない 無回答・無効回答

91.8%

92.9%

2.4%

2.9%

1.2%

1.2%

4.7%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

いない いる 分からない 無回答・無効回答
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⑭ Q1-13（3） 同居者の有無：定職に就いていない 

 本問については、「該当」と「非該当」で有意な差があった（p=0.03）。「該当」と「非該

当」を比較すると、「該当」では「いる（25.9%）」の割合がやや高く、「非該当」では「いな

い（79.0%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 58 Q1-13（3） 同居者の有無：定職に就いていない 

 

 

⑮ Q1-13（4） 同居者の有無：小学生～大学生 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「いる（12.9%）」の割合がやや高く、

「非該当」では「いない（88.4%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 59 Q1-13（4） 同居者の有無：小学生～大学生 

 

  

67.1%

79.0%

25.9%

16.9%

2.4%

1.1%

4.7%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

いない いる 分からない 無回答・無効回答

81.2%

88.4%

12.9%

7.4%

0.0%

0.7%

5.9%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=4
,3

61
)

いない いる 分からない 無回答・無効回答
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⑯ Q1-13（5） 同居者の有無：未就学児 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 60 Q1-13（5） 同居者の有無：未就学児 

 

 

⑰ Q1-14 主たる生計維持者 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「利用者本人（75.3%）」の割合がやや

高く、「非該当」では「それ以外（16.2%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 61 Q1-14 主たる生計維持者 

 

  

91.8%

93.5%

2.4%

2.0%

0.0%

0.4%

5.9%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=4
,3

61
)

いない いる 分からない 無回答・無効回答

75.3%

68.2%

4.7%

7.4%

11.8%

16.2%

7.1%

5.6%

1.2%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
4,

36
1)

利用者本人 配偶者 それ以外 分からない 無回答・無効回答
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⑱ Q2-2 変更日の前月の利用単位数の合計値 

 「該当」では平均値 12,944.9 単位、中央値 11,496 単位、「非該当」では平均値 12,311.1 単

位、中央値 8,640 単位であった。「該当」と「非該当」の中央値に有意な差はなかった（p=0.15、

Mann-Whitney の U 検定）。 

 

図表 62 Q2-2 変更日の前月の利用単位数の合計値 

 

 

⑲ Q2-2 変更日の翌月の利用単位数の合計値 

 「該当」では平均値 9,226.7 単位、中央値 7,997 単位、「非該当」では平均値 8,818.6 単位、

中央値 5,100 単位であった。「該当」と「非該当」の中央値に有意な差はなかった（p=0.10、

Mann-Whitney の U 検定）。 

 

図表 63 Q2-2 変更日の翌月の利用単位数の合計値 

 

  

18.8%

28.4%

24.7%

25.0%

17.6%

10.8%

18.8%

10.8%

7.1%

5.4%

5.9%

5.4%

3.5%

8.1%

3.5%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=1
48

)

0～ 5,000～ 10,000～ 15,000～ 20,000～ 25,000～ 30,000～ 無回答・無効回答

34.1%

46.6%

21.2%

15.5%

23.5%

12.2%

11.8%

6.1%

2.4%

5.4%

2.4%

5.4%

1.2%

2.7%

3.5%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=1
48

)

0～ 5,000～ 10,000～ 15,000～ 20,000～ 25,000～ 30,000～ 無回答・無効回答
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⑳ Q2-3 変更により利用単位数が減った/利用を中止したｻｰﾋﾞｽ 

 「該当」と「非該当」を比較すると、「該当」では「通所介護（34.1%）」の割合がやや高

く、「非該当」では「福祉用具貸与（31.1%）」の割合がやや高かった。 

 

図表 64 Q2-3 変更により利用単位数が減った/利用を中止したｻｰﾋﾞｽ 

 

  

20.0%

0.0%

10.6%

7.1%

0.0%

34.1%

17.6%

5.9%

25.9%

0.0%

1.2%

3.5%

0.0%

0.0%

18.2%

1.4%

10.8%

6.8%

0.7%

27.7%

13.5%

2.0%

31.1%

0.0%

0.7%

0.7%

1.4%

4.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

居宅療養管理指導

通所介護

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

短期入所生活介護･短期入所療養介護

福祉用具貸与

定期巡回･随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

その他

無回答・無効回答

(n=85) 該当 (n=148) 非該当
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21 Q2-5 変更後の利用単位数の合計値の増加 

 「該当」と「非該当」で特に差は見られなかった。 

 

図表 65 Q2-5 変更後の利用単位数の合計値の増加 

 

4.7%

6.1%

89.4%

86.5%

5.9%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当

非該当

(n
=8

5)
(n

=
14

8)

増加した 増加していない 無回答・無効回答
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第３章 調査結果のまとめ 

 アンケート調査の結果は、以下のように整理することができる。 

 

１．3割負担の利用者の属性・生活実態 

（１）3割負担の利用者の属性・生活実態は、2割負担の利用者とほぼ変わらない 

 2 割負担の利用者と比較すると、3 割負担の利用者の方が女性の割合が高め（図表 19）で

あるが、要介護度や日常生活自立度、居所や世帯構成等に大きな違いは見られなかった。た

だし、医療保険の患者負担割合は、3 割負担の利用者の方が「3 割」の割合が高かった4（図

表 26）。 

 

（２）平成 30 年 1～12 月の高額介護サービス制度の利用の有無について、「対象に該当し

たか不明」は、2割で 23.9%、3割で 25.6% 

 高額介護サービス費制度の利用については、制度上ケアマネジャーを経由する手続きと

はなっていないため、担当のケアマネジャーが該当・申請の状況を把握していないケースが

一定程度存在した（図表 25）。 

 

２．平成 30年におけるサービスの利用状況 

（１）平成 30年 8～12月にサービス利用を減少させたのは、2割で 3.2%、3割で 5.2% 

 平成 30 年 8～12 月において、平成 30 年 7 月末時点の週間サービス計画表を「変更しな

かった」割合は、2 割負担の利用者で 76.8%、3 割負担の利用者で 75.1%であり、2 割負担の

利用者の方がやや高かった。「変更した結果、合計利用単位数が増えた/特に変化しなかった」

割合は、2 割負担の利用者で 19.1%、3 割負担の利用者で 18.5%であった。「変更した結果、

合計利用単位数が減った/ｻｰﾋﾞｽ利用を中止した」割合は、2 割負担の利用者で 3.2%、3 割負

担の利用者で 5.2%であり、3 割負担の利用者の方がやや高かった5（図表 37）。 

 

（２）3 割負担の利用者のうち、「介護に係る支出が重い」ことを理由に、サービス利用を

減少させたのは全体の 1.9%（85人/4,446人） 

 平成 30 年 8～12 月にサービス利用を減少させた者のうち、「介護に係る支出が重い」こ

                                                        
4 医療保険において、70 歳以上の被保険者のうち 3 割負担となるのは、原則として 70 歳

以上の被保険者が世帯に 1 人の場合は収入 383 万円以上、2 人以上の場合は合計収入 520

万円以上の者である。 
5 いずれも平成 30 年 8 月以降の新規利用者を除いた割合。 
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とを理由に挙げた割合は、2 割負担の利用者で 17.0%（全体6の 0.5%）、3 割負担の利用者で

36.5%（全体の 1.9%）であった（図表 41）。 

 

３．「介護に係る支出が重い」ことを理由に、サービス利用を減少させた 3割負担の 85人

の状況  

（１）「その他の 3割負担の利用者」と比較して、属性・生活実態はほぼ変わらない 

 「介護に係る支出が重い」ことを理由に、サービス利用を減少させた 3 割負担の 85 人と、

その他の 3 割負担の利用者を比較すると、ほぼ全ての設問で有意な差は見られなかった。 

 

（２）有意な差が見られた設問 

 85 人の利用者について、有意な差が見られたのは次の 3 点であった。①年齢構成が若干

若く、79 歳以下の割合が相対的に高かった（図表 46）。②障害者手帳を取得している者の

割合が相対的に高かった7（図表 48）。③定職に就いていない同居者がいる割合が相対的に

高かった（図表 58）。 

 

 

  

                                                        
6 平成 30 年 8 月以降の新規利用者を除く。 
7 障害者手帳の交付を受けている者には、加齢現象に伴う身体障害や認知症等がある者が

含まれる。なお、障害福祉サービスの給付決定や障害年金の支給決定は、障害者手帳の交

付の有無にかかわらず行われる。 



     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考資料）アンケート調査票 
 

  



     

 

  



事業所票 

     

 

厚生労働省 平成30年度老人保健健康増進等事業 

要介護・要支援高齢者の生活実態に関する調査（事業所票） 
 

※ 本調査票は、原則として管理者の方がご回答ください。 

※ 特に断りのない限り、平成 30年 12月末現在の貴事業所の概況についてご回答ください。 

 

① 居宅介護支援サービスの開始年 

平成（       ）年 

 

② 開設主体 ※ 当てはまる選択肢の番号 1 つに○を付けてください。 

1. 地方自治体、広域連合等 

4. 医療法人 

7. 営利法人（株式・有限会社等） 

2. 社会福祉協議会 

5. 社団・財団法人 

8. 特定非営利活動法人（NPO） 

3. 社会福祉法人（2以外） 

6. 協同組合及び連合会 

9. その他 

 

③ 地域区分（介護報酬における単価設定のための 8段階の地域分類） 

※ 当てはまる選択肢の番号 1つに○を付けてください。 

1. 1級地                      2. 2級地 3. 3級地 4. 4級地 5. 5級地 6. 6級地 7. 7級地 8. その他 

 

④ 平成 30年 12月分の給付管理を行った実利用者数 

※ 該当する方がいない場合は「0」、分からない場合は「-」をご記入ください。 

※ 要介護・要支援認定を受けておらず、申請中でもない方（介護予防・日常生活支援総合事業対象者）は含めないでください。 

要介護・要支援度別 

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 

（       ）人 （       ）人 （       ）人 （       ）人 

要介護 3 要介護 4 要介護 5 申請中・不明 

（       ）人 （       ）人 （       ）人 （       ）人 

利用者負担割合別 
1割負担＊１ 2割負担 3割負担 その他＊２・不明 

（       ）人 （       ）人 （       ）人 （       ）人 

＊１ 生活保護受給者を含む。 

＊２ 保険料の未納による給付制限や、介護予防・日常生活支援総合事業によるサービスのみを利用している場合等。 
 

アンケートにご協力いただき、誠にありがとうございました。 

  



 

     

 

 



利用者票 

1 

厚生労働省 平成30年度老人保健健康増進等事業 

要介護・要支援高齢者の生活実態に関する調査（利用者票） 
 

※ 本調査票は、平成 30 年 12 月末現在、貴事業所の居宅介護支援（または介護予防支援）

サービスを利用している方について、ご担当のケアマネジャーの方がご回答ください。 

※ 特に断りのない限り、選択肢の番号 1つに「○（マル）」を付けてください。 
 

１．利用者の属性・状態、家庭・経済状況等について（平成 30年 12月末現在） 

① 性別 

1. 男性 2. 女性 

 

② 年齢 

1. 65～69歳 

5. 85～89歳 

2. 70～74歳 

6. 90～94歳 

3. 75～79歳 

7. 95～99歳 

4. 80～84歳 

8. 100歳以上 

 

③ 要介護度 

1. 要支援 1 

5. 要介護 3 

2. 要支援 2 

6. 要介護 4 

3. 要介護 1 

7. 要介護 5 

4. 要介護 2 

8. 申請中 

 

④ 障害者手帳の有無 

1. 取得していない 2. 取得している 3. 申請中 4. 分からない 

 

⑤ 障害高齢者の日常生活自立度 ※ 直近の認定時における自立度をご回答ください。 

1. 自立 2. J 3. A 4. B 5. C 6. 分からない 

 

⑥ 認知症高齢者の日常生活自立度 ※ 直近の認定時における自立度をご回答ください。 

1. 自立 2. Ⅰ 3. Ⅱa 4. Ⅱb 5. Ⅲa 6. Ⅲb 7. Ⅳ 8. M 9. 分からない 

 

⑦ 介護保険の利用者負担割合 

1. 1割 2. 2割 3. 3割 

 
⑧ 平成 30年 1～12月の利用者負担額について、「高額介護（予防）サービス費制度」の利用の有無 

1. 一度も対象に該当しなかった 

3. 対象に該当したが、申請したか不明 

5. 対象に該当したか不明 

2. 対象に該当したが、申請していない 

4. 対象に該当し、申請した 

 

 



利用者票 
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⑨ 医療保険の患者負担割合 

1. 1割または 2割 2. 3割 3. 分からない 

 

⑩ 平成 30年 1～12月の入院回数 ※ 平成 30年 1月 1日時点で入院していた方は、その入院も回数に含めてください。 

1. 1回 2. 2回 3. 3回以上 4. 0回 5. 分からない 

 

⑪ 居所 

1. 持ち家＊１ 

4. サービス付き高齢者向け住宅＊２ 

7. 養護老人ホーム 

2. 賃貸住宅（4以外）＊１ 

5. 有料老人ホーム（4以外） 

8. その他 

3. 持ち家と賃貸住宅の別は不明 

6. 軽費老人ホーム 

 

＊１ 家族・親戚等が所有・賃借している場合を含む。 ＊２ 有料老人ホームの届出を行っているものを含む。 
 

⑫ 同居者 ※ 当てはまる選択肢の番号全てに○を付けてください。 

1. 同居者はいない 

4. 孫（義孫含む） 

7. 兄弟姉妹（義兄弟姉妹含む） 

2. 配偶者 

5. 曾孫（ひまご） 

8. その他（続柄不明含む） 

3. 子（義子含む） 

6. 親（義親含む） 

9. 分からない 

 

⑬ ⑫で選択した同居者のうち、以下に該当する方の有無（それぞれ 1つに○） 

※ ⑫で「1. 同居者はいない」を選択した場合は、全て「1. いない」を選択してください。 

（１） 要介護・要支援認定を受けている方 

（申請中含む） 
1. いない 2. いる 3. 分からない 

（２） 障害者手帳を取得している 65歳未満の方 

（申請中含む） 
1. いない 2. いる 3. 分からない 

（３） 定職に就いていない方＊３ 

（年金受給者・専業主婦（夫）・学生除く） 
1. いない 2. いる 3. 分からない 

（４） 小学生～大学生 1. いない 2. いる 3. 分からない 

（５） 未就学児 1. いない 2. いる 3. 分からない 

＊３ 育児・介護休業等、一時的に休職・休業している場合を除く。 
 

⑭ ⑫で選択した同居者及び利用者本人のうち、主たる生計維持者（家族・同居者を主に扶養している方） 

※ ⑫で「1. 同居者はいない」を選択した場合は、「1. 利用者本人」を選択してください。 

1. 利用者本人 2. 配偶者 3. 1・2以外 4. 分からない 
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２．平成 30年における介護保険サービスの利用状況について 

① 平成 30年 7月末時点の「週間サービス計画表」（第 3表）について、同年 8～12月に変更を行いました

か。変更を行った場合、各サービスの 1週間当たりの利用単位数の合計値は変化しましたか。 

※ 当該期間中に複数回変更を行った場合は、最初の変更についてご回答ください。 

※ 1 か月毎の包括払いのサービスについては便宜上、単位数を「4」で除して概算してください。 

1. 変更しなかった 

2. 変更した結果、1週間当たりの利用単位数の合計値が増えた／特に変化しなかった  

3. 変更した結果、1 週間当たりの利用単位数の合計値が減った／サービス利用を中止した  

4. 平成 30年 8月以降の新規利用者である 

→質問は以上です 

→質問は以上です 

→②へ 

→⑥へ 

 
【①で「3. 変更した結果、1週間当たりの利用単位数の合計値が減った／サービス利用を中止した」を選択した方】 

② 変更前後における「サービス利用票別表」（第 7表）記載の 1か月間の利用単位数の合計値 

※ 例えば、変更日が平成 30 年 9 月 15 日の場合は、8 月と 10 月の第 7 表記載の合計利用単位数を転記してくださ

い。 

※ サービス利用を中止した場合は「0」、分からない場合は「-」をご記入ください。 

変更日の前月：（            ）単位 変更日の翌月：（            ）単位 

 

③ 変更により利用単位数が減った／利用を中止したサービス（介護予防サービス含む） 

※ 当てはまる選択肢の番号全てに○を付けてください。 

1. 訪問介護 

3. 訪問看護（医療保険除く） 

5. 居宅療養管理指導 

7. 通所リハビリテーション 

9. 福祉用具貸与 

11.夜間対応型訪問介護 

13.その他 

2. 訪問入浴介護 

4. 訪問リハビリテーション 

6. 通所介護 

8. 短期入所生活介護・短期入所療養介護 

10.定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

12.認知症対応型通所介護 

 

 

④ 利用単位数の合計値が減った／サービス利用を中止した理由 

※ 当てはまる選択肢の番号全てに○を付けてください。 

1. 利用者の要介護度や状態等が改善したから 

2. 必要性が低く、利用者・家族が希望しないサービスの利用を減らしたから 

3. 入院等によって、介護保険サービスを利用する機会・必要性が減ったから 

4. 家族・同居者の動向（家族が同居して介護を行うようになった等）を反映したから 

5. 質・内容に利用者・家族が不満を持っているサービスの利用を減らしたから 

6. 他の支出が急に必要になり、止むを得ずサービスの利用を控えたから 

7. 介護に係る支出が重く、止むを得ずサービスの利用を控えたから 

8. その他 

9. 分からない 
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⑤ 変更後、平成 31 年 1 月末までに、再度第 3 表の変更を行い、かつ 1 週間当たりの利用単位

数の合計値が変更前と同程度まで／同程度以上に増加しましたか。ただし、要介護度の変化

に伴い第 3表を変更した場合は含めないでください（「2. いいえ」を選択してください）。 

※ 当該期間中に複数回変更を行った場合は、最初の変更についてご回答ください。 

※ 1 か月毎の包括払いのサービスについては便宜上、単位数を「4」で除して概算してください。 

1. はい 2. いいえ（要介護度の変化に伴い第 3表を変更した場合も含む） 

 
【①で「4. 平成 30年 8月以降の新規利用者である」を選択した方】 

⑥ 貴事業所のサービス利用開始以前に、利用者のケアプランを作成していた施設・事業所等 

1. 介護保険サービスは利用していなかった 

2. 別の居宅介護支援事業所（地域包括支援センター含む） 

3. 介護療養型医療施設（介護療養病床） 

4. 介護老人保健施設 

5. 介護老人福祉施設 

6. 介護医療院 

7. その他 

8. 分からない 

→質問は以上です 

→質問は以上です 

 

 

 

 

 

→質問は以上です 

 

⑦ 従前のサービスの利用を止めた理由 ※ 当てはまる選択肢の番号全てに○を付けてください。 

1. 利用者の要介護度や状態等が改善したから 

2. 自宅（持ち家・賃貸住宅＊４）での介護・生活環境が整ったから 

3. より良い介護・生活環境の居所（自宅以外）が見つかったから 

4. 質・内容に利用者・家族が不満を持っていたから 

5. 介護に係る支出が重く、止むを得ずサービスの利用を控えたから 

6. その他 

7. 分からない 

＊４ サービス付き高齢者向け住宅を除く。

アンケートにご協力いただき、誠にありがとうございました。 

⑦へ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 

介護保険における３割負担の導入による影響に関する 

調査研究事業 

報 告 書 

 

平成 31（2019）年 3月 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

〒105-8501 東京都港区虎ノ門 5-11-2 

電話：03-6733-1024 


